




公立加美病院・加美老人保健施設
指定管理者候補者選定に係る
公 募 関 係 書 類
【 様 式 集 】


様 式 一 覧

	様式番号
	様式名
	提出時期
	備考

	様式第1号
	指定管理者指定申請書
	提案書提出時
	―

	様式第2号
	法人等概要書
	提案書提出時
	―

	様式第3号
	事業計画書（表紙・様式）
	提案書提出時
	A4判50頁以内

	様式第4号
	医療提供体制計画書
	提案書提出時
	―

	様式第5号
	介護老人保健施設運営計画書
	提案書提出時
	―

	様式第6号
	経営・財務計画書
	提案書提出時
	6年間分

	様式第6号の2
	6年間 資金収支（キャッシュ・フロー）計画
	提案書提出時
	―

	様式第6号の3
	収支計画の前提条件及び感応度分析
	提案書提出時
	―

	様式第7号
	医師・看護師等確保計画書
	提案書提出時
	―

	様式第8号
	組織・人材計画書
	提案書提出時
	―

	様式第9号
	事業継続方針書
	提案書提出時
	必須書類

	様式第9号の2
	将来的事業承継・民営化に関する意向表明書
	提案書提出時
	任意提出

	様式第10号
	組織的コミットメント表明書
	提案書提出時
	必須書類・代表者署名

	様式第11号
	類似規模病院等運営実績書
	提案書提出時
	―

	様式第12号
	申請資格要件適合誓約書
	提案書提出時
	代表者署名捺印

	様式第13号
	質問票
	質問受付期間中
	8/25～9/7

	様式第14号
	現地説明会参加申込書
	申込期限まで
	8/31まで

	様式第15号
	申請辞退届
	辞退時
	―




様式第1号
指 定 管 理 者 指 定 申 請 書
2026年　　月　　日

加美郡保健医療福祉行政事務組合管理者 殿

	申請法人名
	

	所在地
	

	代表者役職
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



公立加美病院及び加美老人保健施設の指定管理者候補者選定に係る公募について、下記のとおり申請いたします。
なお、本申請書に記載の事項及び添付書類の内容に相違ないことを誓約するとともに、提出する申請書類の内容について、貴組合が必要に応じて確認・調査することに同意します。

記

	申請法人名
	

	法人種別
	□医療法人　□社会医療法人　□公益社団・財団法人　
□地方独立行政法人　□その他（　　　　　　）

	設立年月日
	

	資本金／基本財産
	

	代表者役職・氏名
	

	本店所在地
	

	電話／FAX
	

	担当者部署・氏名
	

	担当者連絡先（電話・メール）
	






添付書類チェックリスト

	No.
	書類名
	提出
	備考

	1
	様式第1号 指定管理者指定申請書（本書）
	□
	

	2
	様式第2号 法人等概要書
	□
	

	3
	様式第3号 事業計画書
	□
	

	4
	様式第4号 医療提供体制計画書
	□
	

	5
	様式第5号 介護老人保健施設運営計画書
	□
	

	6
	様式第6号 経営・財務計画書
	□
	

	7
	様式第6号の2　6年間 資金収支（キャッシュ・フロー）計画
	□
	

	8
	様式第6号の3　収支計画の前提条件及び感応度分析
	□
	

	9
	様式第7号 医師・看護師等確保計画書
	□
	

	10
	様式第8号 組織・人材計画書
	□
	

	11
	様式第9号 事業継続方針書 
	□
	必須

	12
	様式第9号の2 民営化意向表明書
	□
	任意

	13
	様式第10号 組織的コミットメント表明書 
	□
	必須

	14
	財務諸表等（直近5事業年度分）
	□
	

	15
	様式第11号 類似規模病院等運営実績書
	□
	

	16
	様式第12号 申請資格要件適合誓約書
	□
	

	17
	納税証明書
	□
	国税・地方税

	18
	登記事項証明書等
	□
	3か月以内発行

	19
	その他組合が指定する書類
	□
	必要に応じて提出




様式第2号
法 人 等 概 要 書

1. 基本情報
	法人名
	

	代表者
	

	設立年
	

	本店所在地
	

	資本金等
	

	従業員数（法人全体）
	　　　　　　人（うち医師　　名／看護師　　名）

	直近事業年度売上高
	　　　　　　　　千円

	主要事業
	



2. 沿革
	年月
	沿革事項

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



3. 組織図
	本欄には、法人本部・傘下施設の関係が分かる組織図を貼付又は別紙添付してください。

	



4. 役員名簿
	役職
	氏名
	就任年月
	経歴概要

	理事長／代表
	
	
	

	副理事長／副代表
	
	
	

	専務／常務
	
	
	

	理事
	
	
	

	監事
	
	
	



5. 運営中の主要施設一覧
	施設名
	所在地
	施設種別
	病床数／定員
	運営開始

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	




様式第3号
事 業 計 画 書

※　本様式は事業計画書の表紙及び目次様式とします。本編（A4判50頁以内）は別途作成の上、本表紙を付して提出してください。

公立加美病院・加美老人保健施設
指定管理業務に係る事業計画書

	申請法人名
	

	提出年月日
	2026年　　月　　日

	担当者氏名
	

	担当者連絡先
	



事業提案書 目次（推奨構成）
	章
	項目
	対応する評価項目

	第1章
	経営理念・基本方針
	①事業運営方針

	第2章
	長期継続コミットメント 
	①事業運営方針

	第3章
	医療提供体制
	②医療提供体制

	第4章
	介護老健運営体制
	③介護老健

	第5章
	経営・財務計画
	④経営・財務

	第6章
	組織・人材計画（経営層継続含む）
	⑤組織・人材

	第7章
	地域貢献・住民サービス
	⑥地域貢献

	第8章
	事業継続性・撤退リスク対策 
	⑦事業継続性

	第9章
	リスク管理・BCP
	各項目に反映

	第10章
	6年間の重点施策とKPI
	全体




様式第4号
医 療 提 供 体 制 計 画 書

1. 診療科目・病床数計画
	診療科
	現行体制
	指定初年度計画
	指定期間中の方針

	内科
	標榜中
	
	

	循環器科
	標榜中
	
	

	外科
	標榜中
	
	

	皮膚科
	標榜中
	
	

	リハビリテーション科
	標榜中
	
	

	小児科
	標榜中
	
	

	耳鼻咽喉科
	標榜中
	
	

	新設・再編を提案する診療科（　　　　）
	―
	
	

	新設・再編を提案する診療科（　　　　）
	―
	
	


※現行診療科の維持、統合、休止又は診療体制の変更を提案する場合は、その理由、地域医療への影響及び代替措置を「指定期間中の方針」欄に記載してください。
※現行診療科以外の新設又は再編を提案する場合は、「新設・再編を提案する診療科」欄に記載してください。

	病床区分
	現行許可数
	指定初年度
	指定期間中の運用方針

	一般病床
	
	
	

	療養病床
	
	
	

	合計
	
	
	



2. 救急医療体制
	二次救急輪番参加
	□継続　□見直し（内容：　　　　　　　　　　　　）

	年間救急車受入目標
	　　　　　　　　　　台/年

	救急担当医師体制
	

	時間外・休日体制
	





3. 政策医療（救急・小児医療等）の継続方針
	



4. 在宅医療・訪問診療
	訪問診療体制
	

	訪問診療の実施・継続体制（直営・連携の別を含む）
	

	在宅患者数目標
	　　　　名/月



5. 訪問リハビリテーション
現行の訪問診療及び訪問リハビリテーションを指定管理開始後も維持すること。
	訪問リハビリテーションの実施・継続体制（直営・連携の別を含む）
	



6. 災害・感染症対応
	BCP整備状況
	□整備済　□整備中　□未整備（対応計画：　　　　　　　　）

	災害拠点機能維持
	

	感染症患者受入
	




様式第5号
介 護 老 人 保 健 施 設 運 営 計 画 書
1. 定員・入所計画
	入所定員（計画）
	　　　　　　　　　名

	通所リハ定員（計画）
	　　　　　　　　　名/日

	短期入所定員（計画）
	　　　　　　　　　名

	入所判定基準
	

	平均在所日数目標
	　　　　　　　　　日



2. 在宅復帰支援
	在宅復帰率目標
	　　　　　　　　　%

	在宅復帰支援体制
	

	退所後フォロー体制
	



3. 職員配置計画
	職種
	配置基準
	計画配置数

	医師（常勤換算）
	
	

	看護職員
	
	

	介護職員
	
	

	理学療法士・作業療法士
	
	

	支援相談員
	
	

	管理栄養士
	
	

	事務職員
	
	





4. 地域包括ケアへの参画
	



5. 将来的な事業形態の検討方針
	





様式第6号
経 営 ・ 財 務 計 画 書
1. 6年間収支計画（単位：千円）
	項目
	2027年度
	2028年度
	2029年度
	2030年度
	2031年度
	2032年度

	医業収益
	
	
	
	
	
	

	介護収益
	
	
	
	
	
	

	その他収益
	
	
	
	
	
	

	収 益 合 計 (A)
	
	
	
	
	
	

	給与費
	
	
	
	
	
	

	材料費（医薬品等）
	
	
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	
	
	

	経費
	
	
	
	
	
	

	減価償却費
	
	
	
	
	
	

	その他費用
	
	
	
	
	
	

	費 用 合 計 (B)
	
	
	
	
	
	

	業務差引（A-B）
	
	
	
	
	
	

	指定管理料（申請額）
	
	
	
	
	
	

	収 支 差 額（A-B+指定管理料）
	
	
	
	
	
	


※指定管理料（申請額）については、年度ごとの算定根拠、前提条件及び主要な内訳を記載した別紙を添付してください。
※病院、老健、自主事業、全体合計の区分収支を提出すること。

2. 投資計画（医療機器・設備）
	投資項目
	実施年度
	金額（千円）
	資金調達

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



3. 母体法人の財務健全性
	直近5期の経常黒字回数
	　　　期／5期

	自己資本比率（直近期）
	　　　　　　%

	流動比率（直近期）
	　　　　　　%

	外部格付（保有する場合）
	





様式第6号の2
6年間 資金収支（キャッシュ・フロー）計画

法人名：______________________________________

1．6年間 資金収支計画（キャッシュ・フロー計画）
（単位：千円）
	区分
	R9
	R10
	R11
	R12
	R13
	R14
	6年合計

	営業活動によるCF
	
	
	
	
	
	
	

	 税引前当期純損益
	
	
	
	
	
	
	

	 減価償却費(自己資産分)
	
	
	
	
	
	
	

	 運転資本増減(△)
	
	
	
	
	
	
	

	 その他調整
	
	
	
	
	
	
	

	 営業CF合計
	
	
	
	
	
	
	

	投資活動によるCF
	
	
	
	
	
	
	

	 医療機器・備品購入(自己負担分)
	
	
	
	
	
	
	

	 その他固定資産取得
	
	
	
	
	
	
	

	 投資CF合計
	
	
	
	
	
	
	

	財務活動によるCF
	
	
	
	
	
	
	

	 借入による収入
	
	
	
	
	
	
	

	 借入金返済による支出
	
	
	
	
	
	
	

	 母体法人からの資金支援
	
	
	
	
	
	
	

	 財務CF合計
	
	
	
	
	
	
	

	現金及び現金同等物の増減額
	
	
	
	
	
	
	

	期首残高
	
	
	
	
	
	
	

	期末残高
	
	
	
	
	
	
	



2．借入金返済計画
	借入先
	借入時期
	借入額
(千円)
	金利
(%)
	返済期間
	各年度返済額(千円)
	備考

	
	
	
	
	
	R9   :
R10 :
R11 :
R12 :
R13 :
R14 :
	

	
	
	
	
	
	R9   :
R10 :
R11 :
R12 :
R13 :
R14 :
	





3．期末資金残高の水準・使途方針（自由記載）
	期末資金残高の水準に関する考え方

	






【記載要領】
①「減価償却費(自己資産分)」は、指定管理者が自己資金で購入した資産(1件500万円未満の備品等)の　減価償却費のみを計上し、組合所有資産(建物・大型医療機器等)の減価償却費は計上しないこと。
②「母体法人からの資金支援」は、母体法人が本事業に提供する資金支援(貸付・出資・補助等)を、その根拠(理事会決議・支援方針書等)とともに明示すること。
③ 期末残高は、原則として翌年度の運転資金1か月分以上を確保する水準を設定すること。
④ 病院分・老健分の区分収支は様式第6号の1に記載するため、本様式では全体合計のみでよい。


様式第6号の3
収支計画の前提条件及び感応度分析

法人名：______________________________________

1．前提条件（各年度の想定数値を記入）
	前提条件項目
	R9
	R10
	R11
	R12
	R13
	R14
	参考値
(直近3年平均)

	【病院】入院延患者数(人)
	
	
	
	
	
	
	21,160

	【病院】一般病床利用率(%)
	
	
	
	
	
	
	69.5

	【病院】療養病床利用率(%)
	
	
	
	
	
	
	83.4

	【病院】平均在院日数(一般・日)
	
	
	
	
	
	
	14.9

	【病院】外来延患者数(人)
	
	
	
	
	
	
	42,830

	【病院】入院診療単価(円/日)
	
	
	
	
	
	
	33,520

	【病院】外来診療単価(円/日)
	
	
	
	
	
	
	9,450

	【病院】救急車受入件数(件)
	
	
	
	
	
	
	578

	【老健】入所稼働率(%)
	
	
	
	
	
	
	85.1

	【老健】通所稼働率(%)
	
	
	
	
	
	
	74.5

	【老健】在宅復帰率(%)
	
	
	
	
	
	
	45.2

	【老健】介護報酬単価(円/日)
	
	
	
	
	
	
	11,580

	診療報酬改定率(%)
	
	
	
	
	
	
	―

	介護報酬改定率(%)
	
	
	
	
	
	
	―

	人件費上昇率(%)
	
	
	
	
	
	
	―

	物価上昇率(%)
	
	
	
	
	
	
	―

	職員数(常勤換算・合計)
	
	
	
	
	
	
	201

	医師数(常勤・人)
	
	
	
	
	
	
	8

	看護師・准看護師数(常勤・人)
	
	
	
	
	
	
	90

	介護職員数(常勤・人)
	
	
	
	
	
	
	34



2．感応度分析（3シナリオ）
以下の3ケースについて、6年間累計損益への影響額を試算し、対応策とともに提示すること。
（単位：千円）
	シナリオ
	前提条件の変動
	6年累計損益
影響額
	備考

	楽観
シナリオ
	診療報酬改定率 +1.0%
介護報酬改定率 +1.0%
患者数・稼働率 +5%
人件費・物価上昇率 前提どおり
	
	経営改善策の効果を織り込み、上振れ余地を示す。

	基本
シナリオ
	1.の前提条件のとおり
（提案の基本ケース）
	
	様式第6号1.の6年間収支計画と一致させること。

	悲観
シナリオ
	診療報酬改定率 △2.0%
介護報酬改定率 △1.0%
患者数・稼働率 △10%
人件費上昇率 +2.0%上乗せ
	
	リスク顕在化時の資金繰り、母体法人支援等の対応策を4.で示すこと。



3．感応度分析の算定根拠（自由記載）
	各シナリオの影響額算定根拠（数式・仮定を明示）

	







4．悲観シナリオ発生時の対応策（自由記載）
	対応策(①資金調達策、②経費削減策、③母体法人支援、④協議発動想定 等)

	







【記載要領】
① 参考値は、公募資料「参考資料2 施設運営実績データ集」の直近3年（R4〜R6）実績の平均値である。
② 申請者は参考値を前提とするか、又は独自の目標値を設定する場合はその設定根拠を明示すること。
③ 感応度分析は、様式第6号1.の6年間収支計画のうち医業収益・介護保険収益・給与費・材料費の各費目について、変動を反映した6年間累計損益影響を試算すること。


様式第7号
医 師 ・ 看 護 師 等 確 保 計 画 書

1. 医師確保計画
	大学医局・関係医療機関等との連携
	□有（連絡先：　　　　　　　）　□交渉中　□無

	独自の医師確保ルート
	

	常勤医師確保数目標（指定初年度）
	　　　　　名（うち　　　名を法人内派遣）

	常勤医師確保数目標（指定3年目）
	　　　　　名

	非常勤医師確保方針
	



2. 診療科別医師確保計画
	診療科
	現状
	指定初年度
	指定期間中目標
	確保ルート・代替策

	内科
	
	
	
	

	循環器科
	
	
	
	

	外科
	
	
	
	

	皮膚科
	
	
	
	

	リハビリテーション科
	
	
	
	

	小児科
	
	
	
	

	耳鼻咽喉科
	
	
	
	

	新設・再編を提案する診療科（　　　　）
	―
	
	
	

	新設・再編を提案する診療科（　　　　）
	―
	
	
	


※各診療科について、常勤・非常勤の別、必要医師数、確保予定時期、確保ルート及び確保できない場合の代替策を記載してください。
※複数の診療科を同一の医師が担当する場合は、その旨を明記してください。
※新設又は再編を提案する診療科についても、具体的な医師確保計画を記載してください。

3. 看護師確保計画
	看護師配置基準の維持
	□7対1　□10対1　□13対1　□その他（　　　　　）

	看護師確保数目標（指定初年度）
	　　　　　名

	看護師確保数目標（指定3年目）
	　　　　　名

	看護師確保ルート
	

	現看護師の再就職・採用方針
	



4. コメディカル確保計画
	職種
	現状
	指定初年度計画
	確保方針

	薬剤師
	
	
	

	臨床検査技師
	
	
	

	診療放射線技師
	
	
	

	理学療法士・作業療法士
	
	
	

	管理栄養士
	
	
	




様式第8号
組 織 ・ 人 材 計 画 書
1. 指定期間中の組織体制
	指定管理者としての組織体制図を貼付又は別紙添付してください。

	



2. 経営幹部の配置計画
	役職
	氏名（予定）
	現職・経歴
	着任予定時期

	院長
	
	
	

	副院長
	
	
	

	事務長
	
	
	

	看護部長
	
	
	

	老健施設長
	
	
	

	事務局長（法人本部連絡調整役）
	
	
	



3. 現職員の処遇方針
	再就職希望者の原則全員採用への対応
	

	採用対象者・雇用形態
	

	給与水準・労働条件の方針
	

	退職金・勤続年数・年次有給休暇の取扱
	

	65歳までの雇用確保方針
	

	看護学生修学資金借受人の採用方針
	

	労働条件通知・個別面談実施予定
	



4. 人材育成計画
	



様式第9号
事 業 継 続 方 針 書　

1. 指定期間中の事業運営基本方針
	



2. 指定期間終了後の事業継続に関する意思表明
	再指定申請の意向
	□積極的に申請する意向　□状況に応じて申請する意向
□再指定には申請しない意向　□未定

	指定期間中及び指定期間満了時における組合との信頼関係構築への姿勢
	

	10年後、20年後の地域医療への関与方針
	



2-2. 将来的事業承継・民営化への意向【任意】

	様式第9号の2の提出意向
	□提出する　□提出しない　□検討中

	将来的な管理形態に関する基本姿勢
	□指定管理継続を希望　□民営化も検討可能　□現時点では未定



3. 再指定に申請しない場合の事前通知及び引継ぎ方針
	組合への通知時期
	

	後継指定管理者への引継ぎ期間
	

	診療録、患者・利用者情報、職員、資産及びシステムの引継ぎ方針
	

	後継指定管理者の選定に対する協力方針
	





4. 経営環境変化への事業継続戦略
以下の各シナリオについて、事業継続をどのように維持するかを具体的に記載してください。
	経営環境変化
	事業継続戦略

	診療報酬のマイナス改定
	

	医師の急激な減少
	

	人口減少による患者数減少
	

	物価・エネルギー価格の高騰
	

	自然災害・感染症拡大
	



5. 母体法人の長期コミットメント方針
	



2026年　　月　　日
加美郡保健医療福祉行政事務組合管理者 殿
	申請法人名
	

	所在地
	

	代表者役職
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




様式第9号の2
将 来 的 事 業 承 継・民 営 化 に 関 す る 意 向 表 明 書
【任意提出】

1. 民営化への基本姿勢
	民営化受入への意向（総括）
	□積極的に受入希望　□条件次第で前向きに検討　
□慎重に検討　□現時点では未定

	民営化を希望する主な理由
	

	民営化を希望する想定時期
	□2033年（第1期指定満了時）　□2039年（第2期指定満了時）　□運営実績を踏まえ判断



2. 希望する民営化スキーム
	希望する譲渡形態
	□事業譲渡　□施設譲渡（土地・建物含む）　□持分譲渡　
□公私連携型（PFI・PPP等）　□その他

	希望する対象資産の範囲
	□施設（土地・建物）　□医療機器・設備　
□医薬品在庫　□職員身分　□その他（　　　　）

	譲渡対価の考え方
	□簿価　□時価評価　□簿価-減価償却　□無償譲渡（政策医療継続を条件）　□その他

	希望する移行準備期間
	□1年　□2年　□3年以上　□運営実績に応じて協議



3. 民営化に向けた組合への要望事項
民営化を実現するために組合側に整備・検討をお願いしたい事項があれば、具体的に記載してください。
	区分
	具体的な要望・希望条件

	1 資産承継関係
（土地・建物・設備の譲渡条件）
	

	2 職員身分関係
（承継職員の処遇・雇用条件）
	

	3 財政支援関係
（移行期補助・不採算部門補填）
	

	4 政策医療関係
（救急・小児・感染症対応・在宅医療等の継続責務）
	

	5 行政連携関係
（地域医療連携協定・保険診療契約等）
	

	6 地方債・補助金関係
（既存負債・補助金返還の取扱）
	

	7 税制関係
（不動産取得税・登録免許税等の減免）
	

	8 住民合意形成関係
（議会・住民説明の役割分担）
	

	9 法的整備関係
（設置条例廃止・関連条例整備）
	

	10 その他要望事項
	



4. 民営化後の地域医療への長期関与コミットメント

	確約項目
	確約内容・期間

	政策医療（救急・小児・感染症対応・在宅医療等）の継続期間
	

	病床数・診療科目の維持期間
	

	地域雇用の維持方針
	

	組合・構成町との連携協定の継続
	

	経営破綻・再売却が生じた場合の対応
	

	民営化後10年間の情報公開・報告義務の受諾
	

	その他長期関与に関する確約
	



5. 民営化の実現可能性を裏付ける自法人の体制・実績
	類似の公立病院民営化受入実績
	□有（　　　　　　　　　　　　　）　□無

	民営化資金の調達可能性
	□自己資金　□金融機関融資　□母体法人からの支援　□その他

	民営化検討のための内部体制
	

	民営化スキーム検討における顧問（弁護士・公認会計士等）
	



6. 本意向表明に関する留保事項
本意向表明書の記載内容は、申請時点における申請法人の考えを示すものであり、以下の事項について予め相互に確認するものとします。
・本書の記載は、申請法人による民営化の実施を確約するものではなく、また組合による民営化の実施を約束するものでもない。
・実際の民営化スキームは、指定期間中の運営実績、地域住民・議会・関係者の意見、経営環境等を総合的に勘案し、指定期間終了前の適切な時期に組合と指定管理者との協議を経て決定される。
・本書の内容は、申請後の状況変化を踏まえ、指定管理者となった後においても組合との協議により見直すことができる。
・本書に記載された内容は、申請法人が指定管理者に指定された後においても、申請要項第15章「撤退防止及び円滑な引継ぎに関する基本事項」の効力に影響を及ぼすものではない。

2026年　　月　　日
加美郡保健医療福祉行政事務組合管理者 殿
	申 請 法 人 名
	

	所　　在　　地
	

	代 表 者 役 職
	

	代 表 者 氏 名
	　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	民営化検討窓口担当者
	




様式第10号
組 織 的 コ ミ ッ ト メ ン ト 表 明 書　
2026年　　月　　日
加美郡保健医療福祉行政事務組合管理者 殿
当法人は、公立加美病院・加美老人保健施設の指定管理者候補者として申請するに当たり、以下の各号に掲げる事項を法人を代表して表明・確約いたします。
表明・確約事項
第1条（指定期間中の事業継続保証）
当法人は、指定期間（2027年4月1日から2033年3月31日までの当初6年間）にわたり、対象施設の運営を組織的に継続することを保証いたします。
第2条（再指定に関する事前協議）
当法人は、再指定への申請が義務付けられるものではないことを確認した上で、再指定への申請を行わない場合は、原則として指定期間満了日の12か月前までに貴組合へ通知し、後継指定管理者の選定及び円滑な引継ぎに誠実に協力することを表明いたします。
第3条（業務継続が困難となる場合の報告・協議）
経営環境の重大な変化等により指定期間中の業務継続が困難となるおそれが生じた場合は、速やかに貴組合へ報告し、改善計画、資金支援、運営体制の見直し等について協議します。やむを得ず業務を終了する場合は、後継指定管理者への円滑な引継ぎに全面的に協力することを確約いたします。
第4条（母体組織的コミットメント）
当法人の理事会、評議員会その他の意思決定機関において、本事業の位置付け及び支援方針を確認しており、母体組織を挙げて支援することとしています。
（確認資料を添付する場合は、下欄にチェックしてください。）
第5条（撤退防止契約条項への同意）
指定管理者の責めに帰すべき事由により中途撤退した場合の違約金については、当該年度指定管理料等の1年分相当額を上限として、損害の程度、業務継続への影響その他の事情を踏まえ、基本協定書に定める額とすること、並びに原状回復義務、後継指定管理者選定への協力義務（原則6か月の引継期間を含む）及び再指定に関する12か月前の事前協議義務等を理解し、基本協定書への反映に同意いたします。
第6条（再指定時の管理形態変更への協力）
指定期間終了時における再指定に当たり、貴組合が対象施設の管理形態の変更（指定管理継続、民営化（事業譲渡・施設譲渡等）、直営復帰等）を検討する場合、当法人はこれに誠実に協力し、貴組合の求めに応じて必要な協議・情報提供を行うことに同意いたします。
なお、当法人自身が事業承継者（民営化の受け皿）となる意向の有無については、様式第9号の2「将来的事業承継・民営化に関する意向表明書」において任意に表明するものとし、当該意向の表明又は同様式の提出の有無をもって本コミットメントの効力が左右されるものではありません。
第7条（虚偽表明の効果）
本表明書の内容に重大な虚偽があった場合、関係法令及び基本協定書に基づき、指定の取消しその他必要な措置を受けることに同意いたします。

	申請法人名
	

	所在地
	

	代表者役職
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	添付資料（任意）
	□理事会議事録抜粋　□中期経営計画抜粋　□その他（　　　）




様式第11号
類 似 規 模 病 院 等 運 営 実 績 書

1. 運営実績のある病院一覧（過去10年）
	No.
	病院名
	所在地
	許可病床数
	運営形態
	運営期間
	現状

	1
	
	
	
	□直営
□指定管理
□委託
	
	□継続中
□終了

	2
	
	
	
	□直営
□指定管理
□委託
	
	□継続中
□終了

	3
	
	
	
	□直営
□指定管理
□委託
	
	□継続中
□終了

	4
	
	
	
	□直営
□指定管理
□委託
	
	□継続中
□終了

	5
	
	
	
	□直営
□指定管理
□委託
	
	□継続中
□終了



2. 介護老人保健施設等の運営実績（過去10年）
	施設名
	所在地
	入所定員
	通所定員
	運営形態
	運営期間
	現状

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


3. 指定管理受託の指定期間満了後の状況
	No.
	施設名
	指定期間
	満了後の対応

	1
	
	
	□再指定を受け継続受託　□他事業者へ移行　□直営復帰　□その他

	2
	
	
	□再指定を受け継続受託　□他事業者へ移行　□直営復帰　□その他

	3
	
	
	□再指定を受け継続受託　□他事業者へ移行　□直営復帰　□その他



4. 過去の中途撤退・破綻の有無
	過去の指定管理業務における中途撤退実績
	□有　□無

	有の場合：施設名・時期・撤退理由
	

	過去10年間の経営破綻・民事再生・会社更生
	□有　□無

	有の場合：詳細
	

























様式第12号
申 請 資 格 要 件 適 合 誓 約 書
2026年　　月　　日
加美郡保健医療福祉行政事務組合管理者 殿
当法人は、公立加美病院・加美老人保健施設の指定管理者候補者として申請するに当たり、募集要項第6条に定める申請資格要件をすべて満たしていることを誓約します。
また、本誓約書及び申請書類の記載内容が事実と相違ないことを併せて誓約します。
記
（1）病院及び介護老人保健施設の運営実績を有すること、又は指定開始時までに適法かつ安定的に運営できる具体的な体制を確立できること。
（2）対象施設の管理運営に必要な資金を調達できること。
（3）直近5事業年度分の財務諸表その他の決算関係書類を提出できること。
（4）指定開始時に必要な常勤医師数その他法令上必要な人員を確保する具体的な計画を提示できること。
（5）会社更生法又は民事再生法に基づく手続の申立てがなされていないこと。ただし、再生計画等の認可決定を受け、組合が履行能力に支障がないと認める場合を除く。
（6）国税及び地方税の滞納がないこと。
（7）暴力団、暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者に該当しないこと。
（8）地方自治法第244条の2第11項の規定により、指定を取り消された日から2年を経過しない者でないこと。
（9）地方自治法施行令第167条の4第2項の規定により、組合における一般競争入札等への参加を制限されていないこと。
（10）直近5年間に、医療法、介護保険法、労働関係法令その他の関係法令に基づく重大な行政処分を受けていないこと。
（11）過去の指定管理業務において、正当な理由なく一方的に中途撤退した実績がないこと。
本誓約書又は申請書類の内容に虚偽若しくは重大な相違があること、又は申請資格要件を満たしていないことが判明した場合は、申請資格を失うことに異議ありません。また、指定管理者の指定後に判明した場合は、関係法令、条例及び協定に基づき、指定の取消しその他必要な措置を受けることに同意します。
	申請法人名
	

	所在地
	

	代表者役職
	

	代表者氏名(署名又は記名押印)
	　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




様式第13号
質 問 票

公立加美病院・加美老人保健施設 指定管理者候補者選定に係る公募について、下記のとおり質問します。

質問者情報
	申請法人名
	

	担当者氏名
	

	連絡先（電話）
	

	連絡先（メール）
	

	質問日
	2026年　　月　　日



質問事項
	No.
	該当箇所（章・条・頁）
	質問内容

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	



	【質問受付要領】
・受付期間：2026年8月25日（火）9:00～9月7日（月）17:00
・提出先：加美郡保健医療福祉行政事務組合 事務局（kumiai-sm1@kamihp.jp）
・回答方法：質問者名を伏せた上で、2026年9月10日（木）に組合ホームページで一括公表
・個別回答は行いません





様式第14号

現 地 説 明 会 参 加 申 込 書

下記のとおり、現地説明会への参加を申し込みます。

申込法人情報
	申請予定法人名
	

	担当者氏名・部署
	

	連絡先（電話・メール）
	



参加者一覧
	No.
	氏名
	役職・部署

	1
	
	

	2
	
	



	・参加は1者につき最大2名までとします。
・現地説明会：2026年9月3日（木）
・申込期限：2026年8月31日（月）17:00まで
・申込先：加美郡保健医療福祉行政事務組合 事務局（kumiai-sm1@kamihp.jp）




様式第15号
申 請 辞 退 届

2026年　　月　　日

加美郡保健医療福祉行政事務組合管理者 殿

当法人は、公立加美病院・加美老人保健施設 指定管理者候補者選定に係る公募について、下記のとおり申請を辞退いたします。
記
	申 請 法 人 名
	

	申 請 日
	2026年　　月　　日

	辞 退 理 由
	



	申 請 法 人 名
	

	所　　在　　地
	

	代 表 者 役 職
	

	代 表 者 氏 名
	　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



